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県議会で黒岩知事は答弁されましたが・・・

月80時間超の残業がゼロになったなんて職員の誰が信じるの？

度重なる人員削減が長時間・過重労働の大きな原因のひとつ！必要なところには適正な人員を

現在、神奈川県議会第1回定例会が開催されています。本会議の中で、複数の県会議員から「県庁の働き方改革」について質問が出されました。
2月16日の新聞報道によると、知事は県職員の働き方の実態について、時間外勤務が過労死ラインの月80時間超だった職員が2015年12月は21人（2015年度は延べ218人）いたが、予算査定などの内部調整業務の資料の簡素化や組織的な時間管理に取り組むなどした結果、2016年12月はゼロに改善したと説明しています。

しかし、当局が公表している残業時間は、あくまで残業手当が支払われた時間であり、実態とは異なることを自治労県職労はこれまで指摘してきました。
総労働時間短縮に向けた取組みが進められているとは言っても、「80時間超の残業がゼロになった」という答弁には疑問が残ります。
なぜならば、どんなに長く働いたとしても、残業の申告は月80時間以内とするよう職員に指示を出している所属が今でもあるからです。
これは、実際の残業時間より短く申告する「過少申告」で、電通事件でも大きな問題として取り上げられました。
また、この新聞記事を読んで、「知事は過酷な職場実態をまったく理解していない。」といった怒りの声も組合に寄せられました。
知事には、職員にとってこのような厳しい現実があることを、もっと真剣に受け止めていただかなくてはなりません。

当局が把握している残業時間とパソコンのログイン、ログオフの時間情報（始業前や土日も）とを照らしあわせて見れば、その実態が見えてくるはずです。
改革すべきは当局の「働かせ方」！

　当局は、長時間労働解消の「三つの基本的な取組み」として、①21時以降の残業禁止、②ノー残業デーの遵守、③残業の事前命令、を提示しています。

　しかしこれらは、松沢前知事時代の「カエルバッチ」の頃から失敗してきたものです。

　なぜ失敗したのか？それは「長時間・過重労働」せざるを得ない条件で「働かせている」からです。

　職員は誰もすき好んで「勝手に」長時間労働をしているわけではなく、「せざるを得ない実態」があるのです。

　長時間・過重労働の主な原因は、人員不足と業務量（ムダな内部管理事務も含めて）過多、不合理な仕組みであり、これは職員が見直すべき「働き方」ではなく、雇用者が見直すべき「働かせ方」です。

本気で長時間労働を無くすつもりなら「働き方改革推進本部」に労働組合代表の参画を！

2月15日、職員に向けたメッセージの中で知事は、総労働時間の縮減などをめざした「働き方改革推進本部」を設置すると発信しています。労働時間の短縮は、ワークライフバランスの実現のみならず、職員の健康や命に係わる重大な課題です。

　当局が「その場しのぎ」ではなく、「本気」で長時間・過重労働を無くす気があるのなら、使用者側だけで議論するのではなく、労使交渉と並行して、「働き方改革推進本部」に労働組合代表者も加えて真剣に議論すべきです。

　議論・確認すべき主な課題としては、

○パソコンのログ等による正確な時間外労働の把握。

○80時間超の時間外勤務の該当職場について、原因の解明。

○人員不足が主因の場合は、必要な人員増。

○ムダな内部管理事務の排除

○庁内分権の推進

必要なところには適正な人員配置を！
時間外・休日勤務が、月100時間、または、2～6か月平均で80時間を超えると、健康障害のリスクが高くなるという医学的な検討結果が出ています。長時間労働が続いて、知らず知らずのうちに、自分の体がむしばまれることがあってはなりません。
まず、労働時間の管理を適正に行い、長時間労働となる原因を追究することが必要です。
この間の度重なる人員削減が長時間・過重労働の大きな原因の一つであることは明白です。実態を検証した結果、人員不足が原因であれば、定数増となったとしても、必要な人員を配置すべきです。
また、同時に業務の見直しや仕事の進め方についても改善を図ることが重要です。
今後は、課題の共有化を図り、労働時間のデータを基に実効ある時間外勤務縮減対策を労使で協議していきます。

自治労県職労は、今期も春闘を人員確保闘争と位置づけ、4月当初に、各職場・職域の人員不足、欠員状況を把握し、春闘交渉の中で、追加配置、欠員補充、新規採用の実施等を当局に迫っていきます。
人事委員会に対して労働基準監督署機能の発揮を求める

　厚生労働省はこれまでの基準を変更し、「1か月の残業が80時間を超える労働者が１人でもいる場合に、労働基準監督署が立ち入り調査をする」ことを発表しました。

　人事委員会は、私たちにとっては「労働基準監督署」です。

　自治労県職労は、今春闘期において、人事委員会に対して、労働基準監督署と同様の機能を発揮するよう強く求めていきます。

連合神奈川

2017春闘総決起集会

○日時：３月1日（水）18時30分～

　○会場：関内ホール（馬車道）
県公務労協・交運労協

春闘総決起集会

○日時：３月9日（木）１８時～

○会場：反町公園（ＪＲ東神奈川駅・東横線反町駅徒歩7分）

3.8国際女性デー

かながわの集い

○日時：３月3日（金）１８時３０分～20時

○会場：かながわ県民センター　２階ホール

○テーマ：「これからの女性の働き方」

講師：小林美希さん

（労働経済ジャーナリスト）

☆　男性の参加も歓迎！

※　参加ご希望の方は、組合事務所まで
自治労県本部女性部

パワーアップセミナー

○日時：２月２５日（土）1０時30分～１2時４０分

　　　　　（１２時４０分～昼食交流会）

○会場：神奈川県地域労働文化会館　2階会議室

　　　　　横浜市営地下鉄「阪東橋駅」１A出口から徒歩3分

○テーマ：「心と身体が元気になるカラーセラピー」

講師：吉田まり子さん

（㈲ロータスパレット代表取締役）
※終了後、女性部定期総会を開催。参加希望者は組合事務所まで

組合員の皆さんにお願い！
氏名、住所が変更になった場合は、手続きが必要になりますので、組合事務所までご連絡ください。

よろしくお願いします！
















































請求忘れはありませんか？


～総合共済基本型～


自治労組合員が加入している通称「基本型」は、下記のような事由が発生したときに共済金が支払われます。手続きは自治労県職労事務局まで。














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































